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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第100期 

第３四半期 
連結累計期間 

第101期 
第３四半期 
連結累計期間 

第100期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 
至 平成27年12月31日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

営業収益 （千円） 31,810,072 32,223,598 43,153,736 

経常利益 （千円） 152,063 94,727 238,378 

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益 

（千円） △75,101 △35,903 45,392 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △201,540 △621,323 △257,892 

純資産額 （千円） 10,928,118 10,094,530 10,871,932 

総資産額 （千円） 37,361,619 35,931,558 37,636,988 

１株当たり四半期純損失金額(△）

又は１株当たり当期純利益金額 
（円） △5.49 △2.62 3.32 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 28.3 27.3 27.9 

 

回次
第100期

第３四半期
連結会計期間

第101期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純損失金額(△） （円） △2.92 △0.06

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第100期第３四半期連結累計期間および第101期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

３．第100期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれ

ている事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２【事業の状況】
１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に

関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度

の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及

び連結子会社）が判断したものであります。 

(1）経営成績の分析 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、各種政策効果により雇用や所得環境の改善

が進み景気回復が期待されるものの、個人消費は力強さを欠き、世界経済の不確実性の高まりに

よる影響が懸念されるなど、先行き不透明な状況で推移いたしました。 

当社グループが属する物流業界につきましては、国内貨物の荷動きに停滞感がある中で、人手

不足を背景に人件費や外注費が増加するなど、依然として厳しい経営環境となっております。 

このような状況の中で当社グループは、持続的な成長を図るため「利益が出る体質への変革」

を経営方針とし、様々な施策にグループ一丸となって取り組んでまいりました。 

国内につきましては、前連結会計年度に開設した大型拠点の安定稼働に注力するとともに、新

規・既存得意先への積極的な営業活動により３ＰＬ事業の拡大を図ってまいりました。また、平

成28年10月に連結子会社であった角谷運送株式会社を吸収合併するなど、グループ再編による合

理化や効率化に取り組んでまいりました。海外につきましては、ベトナムにおいて冷凍冷蔵倉庫

事業を開始し食品関連物流の拡大を図ってまいりました。また、平成28年６月にカンボジアへ進

出し拠点を拡充したことに加え、グループの連携強化を目的として平成28年11月にタイのバンコ

クに駐在員事務所を開設するなど、インドシナ半島地域における国際陸上輸送網の構築を進めて

まいりました。 

営業収益につきましては、円高の進行により海外グループ各社の収益が目減りしたものの、当

社において前連結会計年度の期中に取引を開始した得意先があったことなどにより３ＰＬ事業が

拡大したことから、増収となりました。営業利益および経常利益につきましては、ベトナムにお

いて燃料価格の変動に伴う価格調整があったことや、人件費が増加したことなどにより営業総利

益が減少したことから、減益となりました。 

その結果、営業収益は322億23百万円（前年同期比1.3％増）、営業利益は１億14百万円（前年

同期比38.1％減）、経常利益は94百万円（前年同期比37.7％減）、親会社株主に帰属する四半期

純損失は35百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失75百万円）となりました。 

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

①貨物自動車運送事業 

営業収益につきましては、当社において、前連結会計年度の期中に取引を開始した得意先があ

ったことや、新たな配送業務を受託した得意先があったことなどから、増収となりました。セグ

メント利益につきましては、ベトナムで燃料価格の変動に伴う価格調整の影響があったものの、

当社において、営業収益が増加したことに加え配送ルートの見直し等による改善効果があったこ

となどから、増益となりました。 
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その結果、営業収益は、151億62百万円（前年同期比0.5％増）、セグメント利益は、８億72百

万円（同8.4％増）となりました。 

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の47.1％を占めております。 

 

②センター事業 

営業収益につきましては、当社において、インテリア関連の既存得意先の取り扱いが増加した

ことに加え、LOGITEM VIETNAM CORP. NO.2において、エレクトロニクス関連の得意先と取引を開

始したことなどから、増収となりました。セグメント利益につきましては、当社において、倉庫

内作業の効率化や合理化に遅れがあったことなどから、減益となりました。 

その結果、営業収益は、60億86百万円（前年同期比4.1％増）、セグメント利益は、３億48百万

円（同15.5％減）となりました。 

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の18.9％を占めております。 

 

③アセット事業 

営業収益につきましては、当社において、前連結会計年度の期中に開設した大型拠点への得意

先誘致が進捗し保管面積が拡大したことなどから、増収となりました。セグメント利益につきま

しては、当社において、一部の拠点で在庫量の減少により倉庫稼働率が低下したことなどから、

減益となりました。 

その結果、営業収益は、64億50百万円（前年同期比13.2％増）、セグメント利益は、２億72百

万円（同3.6％減）となりました。 

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の20.0％を占めております。 

 

④その他事業 

LOGITEM VIETNAM CORP.NO.1において、ハイヤー事業で車両稼働率の低下や燃料価格の変動に伴

う価格調整の影響があったことに加え、L&K TRADING CO.,LTD.において、物品販売事業が低調な

推移となったことなどから、減収減益となりました。 

その結果、営業収益は、45億24百万円（前年同期比12.8％減）、セグメント利益は、５億64百

万円（同17.7％減）となりました。 

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の14.0％を占めております。 

 

(2）財政状態の分析 

(資産) 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、現金及び預金が５億79百万円減少したこと等により

６億85百万円減少し、96億82百万円となりました。固定資産は、前連結会計年度末に比べて、10

億20百万円減少し、262億49百万円となりました。この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて

17億５百万円減少し、359億31百万円となりました。 

 

(負債) 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、営業未払金が４億19百万円および賞与引当金が２億

26百万円減少したこと等により７億79百万円減少し、111億43百万円となりました。固定負債は、

前連結会計年度末に比べて、１億48百万円減少し、146億93百万円となりました。この結果、負債

合計は前連結会計年度末に比べて９億28百万円減少し、258億37百万円となりました。 

 

(純資産) 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、利益剰余金が１億45百万円および為替換算調整勘

定が５億88百万円減少したこと等により７億77百万円減少し、100億94百万円となりました。 
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

 

(4）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】
１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,833,109 13,833,109

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数1,000株

計 13,833,109 13,833,109 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 13,833,109 － 3,145,955 － 3,189,989

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確

認できず、記載することができませんので、直前の基準日である平成28年９月30日の株主名

簿により記載しております。 

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）   普通株式    147,000 － 単元株式数 1,000株

完全議決権株式（その他）   普通株式 13,672,000 13,672 同上

単元未満株式   普通株式     14,109 － －

発行済株式総数            13,833,109 － －

総株主の議決権 － 13,672 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

日本ロジテム株式会社
東京都品川区荏原

１－19－17
147,000 － 147,000 1.06

計 － 147,000 － 147,000 1.06

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。 

 

- 6 -

2017/02/14 18:34:47／16244889_日本ロジテム株式会社_第３四半期報告書



第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28

年10月１日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成

28年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,945,086 2,365,196 

受取手形及び営業未収入金 5,662,260 ※ 5,470,749 

その他 1,761,228 1,847,481 

貸倒引当金 △1,213 △1,127 

流動資産合計 10,367,360 9,682,301 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,889,532 3,907,241 

土地 6,809,634 6,809,634 

リース資産（純額） 6,415,106 6,106,855 

その他（純額） 1,996,897 1,583,723 

有形固定資産合計 19,111,172 18,407,454 

無形固定資産 521,618 502,702 

投資その他の資産    

敷金及び保証金 5,575,562 5,215,794 

その他 2,131,485 2,191,445 

貸倒引当金 △70,210 △68,141 

投資その他の資産合計 7,636,836 7,339,099 

固定資産合計 27,269,627 26,249,256 

資産合計 37,636,988 35,931,558 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 2,856,532 2,436,876 

短期借入金 5,701,556 5,646,047 

賞与引当金 349,229 122,437 

その他 3,015,976 2,938,208 

流動負債合計 11,923,293 11,143,568 

固定負債    

社債 280,000 100,000 

長期借入金 6,468,991 6,676,091 

リース債務 6,105,912 5,786,545 

役員退職慰労引当金 393,369 402,955 

退職給付に係る負債 203,425 195,633 

その他 1,390,064 1,532,234 

固定負債合計 14,841,763 14,693,459 

負債合計 26,765,056 25,837,028 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,145,955 3,145,955 

資本剰余金 3,190,071 3,190,071 

利益剰余金 4,312,694 4,167,306 

自己株式 △36,753 △36,753 

株主資本合計 10,611,967 10,466,580 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 56,934 64,729 

為替換算調整勘定 △148,041 △736,442 

退職給付に係る調整累計額 △8,494 15,842 

その他の包括利益累計額合計 △99,601 △655,869 

非支配株主持分 359,566 283,819 

純資産合計 10,871,932 10,094,530 

負債純資産合計 37,636,988 35,931,558 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    (単位：千円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

営業収益 31,810,072 32,223,598 

営業原価 29,622,555 30,164,031 

営業総利益 2,187,516 2,059,566 

販売費及び一般管理費    

人件費 1,314,356 1,274,139 

その他 688,292 671,006 

販売費及び一般管理費合計 2,002,648 1,945,145 

営業利益 184,868 114,421 

営業外収益    

受取利息 12,839 12,018 

受取配当金 11,304 9,795 

受取手数料 15,147 14,167 

受取保険料 10,700 14,198 

受取補償金 5,491 27,525 

持分法による投資利益 8,879 1,086 

その他 25,400 24,908 

営業外収益合計 89,763 103,701 

営業外費用    

支払利息 111,607 103,166 

為替差損 - 11,916 

その他 10,961 8,311 

営業外費用合計 122,568 123,395 

経常利益 152,063 94,727 

特別利益    

固定資産売却益 35,897 29,081 

その他 7,401 - 

特別利益合計 43,299 29,081 

特別損失    

固定資産除売却損 14,040 17,438 

厚生年金基金解散損失引当金繰入額 75,037 - 

その他 33,421 1,050 

特別損失合計 122,499 18,488 

税金等調整前四半期純利益 72,862 105,321 

法人税、住民税及び事業税 174,653 144,648 

法人税等調整額 △83,109 △32,370 

法人税等合計 91,543 112,277 

四半期純損失（△） △18,681 △6,956 

非支配株主に帰属する四半期純利益 56,420 28,947 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △75,101 △35,903 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    (単位：千円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純損失（△） △18,681 △6,956 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 56,572 7,396 

為替換算調整勘定 △207,534 △577,770 

退職給付に係る調整額 1,688 24,337 

持分法適用会社に対する持分相当額 △33,586 △68,330 

その他の包括利益合計 △182,859 △614,366 

四半期包括利益 △201,540 △621,323 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △236,417 △592,171 

非支配株主に係る四半期包括利益 34,877 △29,151 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第２四半期連結会計期間より、LOGITEM (CAMBODIA) CO.,LTD.は新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。 

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。 

なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３

月28日）を第１四半期連結会計期間から適用しております。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 ※四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をして

おります。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会

計期間末日満期手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。 

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 47,491千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費

を含む。）は、次のとおりであります。 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 1,232,151千円 1,256,555千円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月15日

取締役会
普通株式 54,741 4.00 平成27年３月31日 平成27年６月12日 利益剰余金

平成27年11月16日

取締役会
普通株式 54,741 4.00 平成27年９月30日 平成27年12月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月16日

取締役会
普通株式 54,741 4.00 平成28年３月31日 平成28年６月15日 利益剰余金

平成28年10月28日

取締役会
普通株式 54,741 4.00 平成28年９月30日 平成28年12月８日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

   報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他事業
（注）１ 合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

 
貨物自動車 
運送事業 

センター事業 アセット事業 計 

営業収益                

外部顧客への営業収益 15,079,947 5,844,485 5,698,847 26,623,281 5,186,790 31,810,072 - 31,810,072 

セグメント間の内部収益

又は振替高 
- - 22,648 22,648 - 22,648 △22,648 - 

計 15,079,947 5,844,485 5,721,496 26,645,929 5,186,790 31,832,720 △22,648 31,810,072 

セグメント利益 804,946 413,088 282,156 1,500,191 685,084 2,185,275 △2,000,407 184,868 

（注）１ 「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事

業（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、損害

保険代理店業、物品販売業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。

２ セグメント利益の調整額△2,000,407千円には、セグメント間取引消去2,241千円、各セグメントに配分して

いない全社費用△2,002,648千円が含まれております。全社費用は、主に各セグメントに帰属しない総務、

人事、経理等管理部門に係る費用であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

   報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他事業
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

  
貨物自動車 
運送事業 センター事業 アセット事業 計 

営業収益                

外部顧客への営業収益 15,162,378 6,086,096 6,450,955 27,699,430 4,524,168 32,223,598 - 32,223,598 

セグメント間の内部収益

又は振替高 
- - 22,648 22,648 - 22,648 △22,648 - 

計 15,162,378 6,086,096 6,473,604 27,722,078 4,524,168 32,246,246 △22,648 32,223,598 

セグメント利益 872,555 348,888 272,075 1,493,519 564,109 2,057,628 △1,943,207 114,421 

（注）１ 「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事

業（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、損害

保険代理店業、物品販売業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。

２ セグメント利益の調整額△1,943,207千円には、セグメント間取引消去1,937千円、各セグメントに配分して

いない全社費用△1,945,145千円が含まれております。全社費用は、主に各セグメントに帰属しない総務、

人事、経理等管理部門に係る費用であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

項目
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △５円49銭 △２円62銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円） 
△75,101 △35,903 

普通株主に帰属しない金額(千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額(△）（千円）
△75,101 △35,903 

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,685 13,685 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

平成28年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）配当金の総額………………………………………54,741千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………４円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年12月８日 

（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月14日

日本ロジテム株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 會  田  将  之  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 根  本  知  香  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る日本ロジテム株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連
結会計期間(平成28年10月１日から平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月
１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半
期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ロジテム株式会社及び連結子
会社の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績
を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以 上
 
 
(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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